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高知県教育長

（公印省略）

公立学校職員の給与に関する条例等の一部改正等について（通知）

平成１７年３月１７日に公立学校職員の給与に関する条例の一部を改正する条例

が可決され、また、関連する人事委員会規則等も改正されました。

主な改正等の概要は下記のとおりですが、条例及び規則の改正内容の詳細は、

平成１７年３月２９日付けの県公報に登載される予定です。

なお、市町村(学校組合)教育委員会にあっては、管内学校にも周知くださるよ

うよろしくお願いします。

記

１ 公立学校職員の給与に関する条例の一部改正

（１）栄養教諭の創設

平成１６年５月に「学校教育法等の一部を改正する法律」が公布され、栄

養教諭という制度が創設されたことに伴い、栄養教諭という職を職員の定
義の中に位置付けたこと。

また、栄養教諭の職務の級は、２級としたこと。

（２）諸手当の見直し

アへき地手当

指定された小中学校等に勤務する職員に対し支給されるへき地手当に

ついて、支給割合を次のとおり改めたこと。

級地

１級地

2.級地

３級地

４級地

５級地

準ずる学校等

支給割合
●

改正後

100分の３

100分の５

100分の７

100分の1４

100分の1８

100分の１

改正前

100分の８

100分の1２

100分の1６

100分の2０

100分の2５

100分の４

イ定時制通信教育手当

定時制通信制の学校に勤務する教育職員に支給される定時制通信教育
手当の支給要件及び支給額を次のとおり改めたこと。



支給要件

定時制（夜間部）

定時制（昼間部）

通信制

改正後

支給額

月額19,000円（管理職手当を

受ける職員には、15,000円）

支給せず

月額3,500円(管理職手当を受
甲自

ける職員には、2,800円）

改正前

給料月額の100分の1０

(管理職手当を受ける

職員には、100分の８を

超えない範囲内で人事

委員会規則で定める割

合）を乗じて得た額

ウ産業教育手当

高等学校の農業、水産及び工業の科目の教員が実習を伴う場合に支給

される産業教育手当の支給要件及び支給額を次のとおり改めたこと。

職務の級

2級以上（教

論、教頭等）

１級（実習助

手等）

農業又

は水産

工業

農業又

は水産

工業

改正後

月額19,000円（管理職手当又

Iま定時制通信教育手当を受

ける職員には、１１，０００円）

月額１６，０００円(管理職手当又

Iま定時制通信教育手当を受

ける職員には、11,000円）

月額１４，０００円(定時制通信教

青手当を受ける職員には、

8,000円）

月額12,000円(定時制通信教

育手当を受ける職員には、

8,000円）

改正前

給料月額の100分の

1０（管理職手当又は

定時制通信教育手当

を受ける職員には、

100分の６）を乗じて

得た額

給料月額の100分の

1０（定時制通信教育

手当を受ける職員に

は、100分の６）を乗

じて得た額

次のとおり３年間の経過措置を講じることとした。

平成17年３月３１日における給料月額に100分の１０を乗じて得た額に次
の表の各区分に掲げる割合を乗じて得た額とする。ただし、その額が改正

後の産業教育手当の額（以下「基準額」という。）に達しない場合は、基

準額を支給する。

平成17年４月１日か

区分 ら平成１８年３月３１日

まで

農業又は水産 100分の8０

工業 100分の7０

平成18年４月１日

から平成19年３月

３１日まで

100分の6５

100分の5５

平成19年４月１日

から平成20年３月

３１日まで

100分の5０

100分の4０

産業教育手当に併せて定時制通信教育手当の支給を受けている職員につ

いては､平成17年３月３１日における給料月額に１００分の６を乗じて得た額に

次の表の各区分に掲げる割合を乗じて得た額を支給するものとする。ただ
し、その額が基準額に達しない場合は、基準額を支給する。
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←1,200円（改正前）

人事委員会規則の一部改正

（１）職員の給与の支給等に関する規則の一部改正

ア教員特殊業務手当のうち、学校の管理下において行われる部活動にお

２

３へき地学校勤務職員の昇給期間の特例取扱い要綱及び特地高等学校に勤務す

る職員の昇給期間の特例取扱い要綱について

へき地手当及び特地勤務手当の見直しに伴い廃止したこと。

ける児童等に対する指導業務に従事した場合に支給される手当 を次のよ

うに改正したこと。

（３）義務教育等教員特別手当に関する規則の一部改正

定時制通信教育手当及び産業教育手当を受給する場合には、義務教育

等教員特別手当を調整し支給していたが､その調整規定を廃止したこと。

４時間以上

ﾃない月例報告業務を間違いのないように行う－と

1,300円（改正後）

●

４施行日

平成１７年４月１日から施行する。

２時間以上４時間未満６５０円（新設）

“

《m霊、

※特殊業務手当整理簿の備考欄に当該区分毎の金額を記戯し管理

（２）県立学校職員の特地勤務手当等に関する規則の一部改正

特地勤務手当の支給対象となる高等学校に勤務する職員に対し支給さ

れる特地勤務手当について、支給割合を次のとおり改めたこと。

平成17年４月１日から

平成18年３月３１日まで

平成18年４月１日から

平成19年３月３１日まで

平成19年４月１日から

平成20年３月３１日まで

100分の8０ 100分の6５ 100分の5０

級地

支給割合

改正後 改正前

１級地 100分の１ 100分の４

２級地 100分の３ 100分の８

３級地 100分の５ 100分の1２

４級地 100分の７ 100分の１６

５級地 １００分の1４ 100分の2０

６級地 100分の1８ 100分の2５


